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不当な都人事委員会勧告に抗議し、都職員の闘いに連帯するアピール 

 

 １０月２８日、東京都人事委員会は、２０１１年の都職員の給与等について、月例給を 7年

連続で引き下げ、特別給を据え置き、年収ベースで平均１万６千円を引き下げる勧告を行いま

した。 

 例月給については、公民較差マイナス９７９円、マイナス０．２４％であるとし、公民較差

解消のため給料月額を平均０．２％引き下げました。その引き下げは、１級及び２級給料表（教

育職は３級まで）について、上位級との昇給額のバランス等を考慮し、昇給カーブを一部是正

するとして、一定号給以降において若干強めの引き下げ改定（初任給付近０．０％～最大０．

４％）を行いました。あわせて、適用職員の減少を理由に研究職給料表の廃止を勧告しました。 

また、特別給の改定を見送ったことは、民間の支給実績を正しく反映しているとは言えませ

ん。さらに、特別給に業績の反映度合いを高めていく必要があるとして成績率を全職員の特別

給に適用することが必要としました。 

 私たちは「不当な勧告」であるとの貴組織の指摘に強い賛同の意を表するものです。東日本

大震災を通じて公務公共労働の社会的役割は明らかになりました。その責務を担う公務員に対

する賃金切り下げには道理はありません。いま、公務労働者と民間労働者の相互に「悪魔のサ

イクル」といわれる賃金抑制・労働条件の切下げ攻撃が繰返されています。このようなもとで、

この不当な勧告の実施が許されるのであれば、東京で働く民間労働者や公務関係職場の臨時・

パート労働者への影響ははかりしれません。また、このような労働者の賃金引下げの影響は、

都民生活の消費支出をさらに低速させ、国際金融危機以降冷えこんだ景気を一層深刻化させる

ことは必至です。 

 不当な東京都人事委員会勧告を受けての貴労働組合における２０１１年賃金確定での闘いは、

以上のように、私たち民間労働者はもとより広く都民生活の向上にとって極めて重要な闘いと

いえます。私たちは、２０１１年確定闘争勝利・秋季年末闘争での要求実現のために奮闘され

ている貴労働組合の闘いに対して、深い敬意と熱烈な連帯の意志を表明するものです。 

以上 

 


